
 この間、日本共産党が実施した住民アンケ

ートにご協力いただき、ありがとうございまし

た。 

 アンケートには「消費税増税や物価が上が

り、くらしが大変」「国民健康保険料、介護保

険料が高い」「危険な島根原発は再稼働す

べきでない」など切実なご意見やご要望が多

数寄せられました。 

 私は、みなさんからお寄せいただいた声を

しっかり受け止め、くらしと福祉を充実させる

ため力を尽くします。 

ホームページ： 尾村利成    検索

福島のような事故が、わが家か

ら１０キロぐらいしか離れていない

島根原発で起こったらと思うとゾッ

とします。子どもやお年寄りを抱え

ており、避難せよと言われても一体

どうすればいいのか。 

 （５０代・女性）

国政でも地方政治でも、オール

与党体制の中で唯一しっかりモノ

が言えるのは、共産党だけです。 

今後も厳しい追及で、国会でも

地方議会でも頑張って下さい。活

躍を期待しています。 

（２０代・男性）

スーパーで買い物するたび、増

税がこたえます。今あるものを使

い、衣類などは買わないようにして

いますが、節約には限界が・・・。 

これ以上の増税は絶対にやめさ

せて下さい。  

（４０代・女性）

武力による平和はありえな

いと思います。今日の平和な

日本があるのは、世界に誇る

「憲法９条」のおかげです。 

世界の国々もそうあるべき

です。  

（７０代以上・女性）

①増税に反対

②増税に賛成

③わからない

83.3％

11.1％

5.6％

①再稼働に反対

②再稼働に賛成

③わからない

74.2％

15.1％

10.7％ 

①認めるべきでない

②認めるべき

③わからない

68.1％

15.9％

16.0％

①消費税増税

②年金の減少

③税金が高い

25.0％

18.8％

13.2％

①働く場の確保

②中小業者支援

③観光振興・
企業誘致推進

20.9％

14.6％

13.6％

①国保料・税の
負担軽減

②医療・介護の
充実

③若者の地元
定着

20.0％

18.9％

13.7％

安倍政権になってガソリンや物

価がハネ上がり、そのうえ消費税

増税。一方で年金は減額、国保や

介護など公共料金は値上げ。踏ん

だり蹴ったりだ。 

こんな政権は一刻も早く退場し

てほしい。   （６０代・男性）

先祖代々から受け継いでき

た田を守るため、何とか頑張っ

て農業を続けてきたが、燃料

代の値上げなどでもう限界。 

ＴＰＰに参加すれば島根農

業は完全に潰されてしまう。 

（７０代以上・男性）
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県議会活動を報告いたします。県政や県議会に対するご意見・ご要望をお寄せ下さい。

（議会質問・活動情報・ブログ etc）



■表２ 誘致企業から仕事を受注している企業数 

対象企業数

（立地企業）

うち県内企業と

取引をしている

立地企業数 

比率 

松江市 ３８社 １８社 47.4％ 

出雲市 ４８社 ２４社 50.0％ 

－－ －－ －－ －－ 

市部計 １４９社 ７４社 49.7％ 

安倍政権が強行成立した「医療・介護総合法」－日本共産党は、特養ホームの入所要件を

要介護３以上に制限することは、一人暮らしや認知症高齢者など多くの人が行き場を失うこと

になると強調し、誰もが安心できる介護の充実、特養ホームの増設を強く求めました。 

原発再稼動、集団的自衛権行使の容認、消費税増税、ＴＰＰ参加など県民の願いに反する安倍

政権に対し、不安と怒りが高まっています。 

尾村県議は、現場に足を運び、生の声を聞き、その願いを議会に届けてきました。今後とも毎議

会質問に立ち、「くらしと命を守る議席」として力を尽くします。 

尾村県議が要求し、県が実施した「看護師夜勤実態調査」（県内の全

５３病院を対象）が公表されました。３交代勤務をしている看護師のうち、

夜勤回数月９回以上が３４．２％を占めるなど、看護師確保法で定める

「夜勤は月８日以内」が遵守されていない過酷な実態が明らかに。 

県は今後、各病院に聞き取り調査を行い、来年度にも「医療勤務環境

改善センター」を設置し、勤務環境の改善を進めると答弁しました。 

尾村県議は、集団的自衛権の行使は日本への武力攻撃がな

くても、他国のために武力を行使するものであり、「海外で戦争

する国への道を開くもの」と指摘。 

日本共産党は「憲法９条を亡きものにする逆流とたたかい、

憲法を守り生かすために全力で奮闘する」と強調しました。 

自民、公明、民主の３党が強行した消費税８％増税。 

「社会保障のため」といって消費税を増税しておきながら、年

金は減り、医療・介護は負担増に。 

尾村県議は「一番安いものを買っている」「レシートを見るとた

め息が出ます」などの悲痛な声を紹介し、来年１０月からの消費

税１０％増税の中止を主張しました。 

福島原発事故から３年５カ月。いまだに事故原因は解明

されず、１３万人が避難生活を余儀なくされています。 

福井地裁は「ひとたび深刻な事故が起きれば、多くの生

命、身体やその生活基盤に重大な被害を及ぼす」とし、大

飯原発の再稼働差し止めを命じました。 

尾村県議は、安全な原発などあり得ないと指摘。全国で

唯一県庁所在地に原発が立地する島根として「原発ゼロを

決断すべき」と知事に迫りました。 （7.20 さよなら原発集会・パレード）

平成２１年度～２５年度の５年間で、県は誘致企業に対し、約８３億円の補助金・助成金を支

出しました。しかし、常用従業員数は５年間でわずか２４人しか増えていません（表１）。 

また、誘致企業から仕事を受注している県内企業は約５０％（県調査）の状況です（表２）。 

尾村県議は「莫大な補助金を受け取っている誘致企業には社会的責任がある。安定した雇

用を確保し、地場産業を支援すべき」と強調しました。

■表１ 誘致企業への優遇制度と雇用者数の推移 

■土地･建物･設備への投資助成 

■県税の課税免除 

■通信費、家賃は半額補助 

■航空運賃は半額補助 


